
　青森労働局において、重点的に取り組むこととしている施策を
取りまとめたものです。

厚生労働省　青森労働局厚生労働省　青森労働局厚生労働省　青森労働局厚生労働省　青森労働局
ひと、くらし、みらいのために

https:// jsite.mhlw.go.jp/aomori‐roudoukyoku/

弘前公園から見た岩木山

第１　労働行政を取り巻く情勢　
第２　重点施策
　　１　総合労働行政機関としての施策の推進
　　２　働き方改革による労働環境の整備、生産性向上の推進等
　　３　人材確保支援や多様な人材の活躍促進、人材投資の強化　

青森労働局において、重点的に取り組むこととしている施策を
取りまとめたものです。

平成31年度（2019年度）

行政運営方針のあらまし



1

第１　労働行政を取り巻く情勢

１　年齢３区分別人口の推移

　1983年をピークに人口減少が続いており、今後の推計人口からも全国的にも早いスピードで人口減少
や少子高齢化が進行しています。

２　最近の雇用情勢

　平成30年は、景気の緩やかな回復基調のもと、新規求人数は高水準で推移する一方、新規求職者数は
人口減少等の影響もあり減少傾向で推移しました。このため、有効求人倍率としては過去最高の1.30倍
（前年差0.06ポイント上昇）となりました。
　このような状況のなか、人手不足が福祉、建設分野をはじめ、警備、運輸など幅広い分野で顕在化し
ています。

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年３月推計）」

資料：青森労働局「職業安定業務統計」
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３　女性の雇用状況

　青森県の平成29年の女性の雇用者数は「就業構造基本調査」によると雇用者総数に占める女性の割合
は48.0％となっており、前回調査をした平成24年と比べると0.6ポイント高くなっています。
　さらに、女性雇用者に占める正規の職員・従業員の割合も48.6％と平成24年と比べ、3.7ポイント高
くなっています。

４　労働災害の状況

　平成30年の労働災害の発生状況については、平成31年２月速報値で死亡災害は11人と前年より５人減
少、休業４日以上の死傷災害（以下「死傷災害」という。）は、1,234人と前年同期と比べ16人減少（1.3％
減）しています。　　　　　　　　　　　　　　　
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第２　重点施策

１　総合労働行政機関としての施策の推進

　各種情勢に対応した雇用・労働対策を推進するなどにより、総合労働行政機関として機能し、地域や
国民からの期待に真に応えていくために、四行政（労働基準、職業安定、雇用環境・均等、人材開発）
の施策を総合的、一体的に運営していきます。

２　働き方改革による労働環境の整備、生産性向上の推進等

働き方改革関連法の概要と施行

対象となる中小企業
①資本金の額または出資の総額　　　　　　②常時使用する労働者数

（１）長時間労働の是正を始めとする労働者が健康で安全に働くことができる職場環境の整備等
　ア　長時間労働の是正及び労働条件確保・改善対策
　　ア　労働時間法制の見直しへの対応

　働き方改革関連法の適正な履行確保に向けて、事業主等に対して法制度の周知を図ります。
　特に、罰則付きの時間外労働の上限規制については、「労働基準法第三六条第一項の協定で定
める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項等に関する指針」に沿って周知を図
ります。　　

　　イ　長時間労働の是正及び過重労働による健康障害防止の徹底
　　　①　長時間労働の是正及び過重労働による健康障害防止に係る監督指導等

　時間外・休日労働時間数が１か月当たり80時間を超えていると考えられる事業場及び長時間
にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場に対して、引き続き監督
指導を実施します。

働き方改革関連法の概要
施行日

大企業 中小企業
時間外労働の上限規制
　原則として月45時間、年360時間 2019年４月 2020年４月

年５日間の年次有給休暇の取得
　10日以上付与される労働者に対し、時季を指定して付与 2019年４月

同一労働同一賃金の実現
　非正規と正規労働者の不合理な待遇格差を解消 2020年４月 2021年４月

「勤務間インターバル」制度の導入
　勤務終了後、翌日の出勤までの間に一定時間以上の休息時間を確保 2019年４月

産業医・産業保健機能の強化
　産業医の活動と衛生委員会との関係を強化 2019年４月

労働時間の状況の把握義務
　客観的な方法、その他適切な方法により、労働時間の状況を把握 2019年４月

小売業
5,000万円以下

サービス業
卸売業 １億円以下
その他 ３億円以下

小売業 50人以下
サービス業

100人以下
卸売業
その他 300人以下

または
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　　　②　過労死防止対策の推進
　「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に基づき、労働行政機関等における対策とと
もに、啓発、相談体制の整備等、民間団体の活動に対する支援等の対策を効果的に推進します。
　特に、過労死等防止啓発月間（11月）における「過労死等防止対策推進シンポジウム」等の
取組をはじめ、啓発等の実施に当たっては、地方公共団体と積極的な協力・連携を図るととも
に、過労死等防止月間の一環として「過重労働解消キャンペーン」を実施し、使用者団体・労
働組合への周知・啓発等を行います。

　　ウ　労働条件の確保・改善対策
　　　①　法定労働条件の確保等
　　　　ａ　基本的労働条件の確立等

　基本的労働条件の枠組み及び管理体制の
確立を図らせ、労働基準関係法令の遵守の
徹底を図ります。

　　　　ｂ　賃金不払残業の防止
　「労働時間の適正な把握のために使用者
が講ずべき措置に関するガイドライン」を
周知徹底し、監督指導において当該ガイド
ラインに基づいて労働時間管理が行われて
いるか確認するとともに、「賃金不払残業
総合対策要綱」に基づき総合的な対策を推
進します。

　　　②　中小企業への配慮
　労働基準監督署に編成した「労働時間相談・
支援班」においては、法令に関する知識や労
務管理体制が必ずしも十分ではない場合が多
いと考えられる中小規模の事業場に対して、
働き方改革関連法をはじめとした法令や労務管理について、きめ細かな相談・支援等を行いま
す。

　　　③　特定の労働分野における労働条件確保対策の推進
　　　　ａ　技能実習生

　労働基準関係法令違反があると考えられる事業場に対して重点的に監督指導を実施すると
ともに、外国人技能実習機構との連携を図ります。

　　　　ｂ　自動車運転者
　荷主を含む関係業界に対して、労働基準関係法令等について周知することにより、理解の
促進を図ります。　
　長時間労働が行われるなど自動車運転者の労働条件の確保に問題があると認められる事業
場に対して的確に監督指導を実施する等により労働基準関係法令等の遵守の徹底を図りま
す。
　タクシー運転者の賃金制度のうち、累進歩合制度の廃止に係る指導等について、一層の徹
底を図ります。
　関係機関と連携して、トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会を開催し、
トラック運転者の長時間労働抑制等の労働条件改善に取り組みます。
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　　　④　最低賃金制度の適切な運営　　
　最低賃金制度は、賃金の低廉な労働者の
労働条件の改善を図るセーフティネットと
して、適切に機能することが必要です。
　このため、最低賃金の改定等について、
使用者団体、労働者団体及び地方自治体等
の協力を得て、使用者・労働者等に周知し、
遵守の徹底を図ります。
　また、最低賃金の履行確保上問題がある
と考えられる業種等を重点とした監督指導
等を行います。

　イ　長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促
進等　

　　ア　管内の主要企業等に対する働き方改革の取
組要請を引き続き行い、各企業における取組
のさらなる推進を図ります。

　　イ　「働き方・休み方改善コンサルタント」の企業訪問等により、労働時間等設定改善法（勤務間
インターバル制度の導入促進等）の周知徹底を図り、企業の働き方・休み方の見直しを促します。

　　ウ　勤務間インターバル制度について、必要に応じ企業に対し時間外労働等改善助成金の活用を促
し、勤務間インターバル制度の普及促進を図ります。
　また、年次有給休暇の取得促進に向け、10月の「年次有給休暇取得促進期間」と夏季等長期休
暇を取得しやすい時期に、集中的な周知・広報を行います。

　ウ　第13次労働災害防止計画の２年次目における取組
　　　【目標】
　　　死亡者数：第12次労働災害防止計画期間の15％以上減少（10人以下）
　　　死傷者数：2017年と比較して５％以上減少（1,216人以下）
　　ア　死亡等災害の撲滅を目指した対策の推進（死亡災害の撲滅を目指した対策及び死傷災害を減少

させるための対策の推進）
　　　①　建設業における墜落・転落災害等の防止

　建設業の労働災害の４割を占める墜落・転落災害を防止するため、引き続き安衛則に基づく
措置の遵守徹底を図ります。高所作業におけるハーネス型の墜落制止用器具を原則化すること
を内容とする改正安衛則等の周知徹底を図ります。

　　　②　製造業における施設、設備、機械等に起因する災害等の防止
　製造業の設備や機械に起因した「はさまれ・巻き込まれ」災害が３割を占めていることから、
機械の安全装置の適正な設置や安全な作業方法の徹底など労働者に対する教育も含めた対策の
推進を図ります。

　　　③　陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策
　陸上貨物運送事業における死傷災害の大部分が荷役作業時に発生していることから、「陸上
貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づき、安全対策の徹底を図りま
す。
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　　　④　第三次産業対策（商業（小売業含む）、社会福祉施設における対策）
　「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」の展開等により、①経営トップによる
安全衛生方針の表明、②安全推進者の配置、③事業場で行う安全衛生活動の支援など、企業本
社が主導する全社的な取組の促進を図ります。

  
  

　　　⑤　転倒災害防止対策
　休業４日以上の死傷災害の中で最も多く、全体の３割
を占めていることから、引き続き「ＳＴＯＰ！転倒災害
プロジェクト」を展開します。

　　イ　過労死等の防止対策等の労働者の健康確保対策等の推進
　　　①　労働者の健康確保対策等の強化

　改正安衛法の内容等について、リーフレットを活用し
事業者に周知を図るとともに、法令遵守に係る指導の徹
底を図ります。

　　　②　過重労働による健康障害の防止
　長時間労働者に対する医師による面接指導の実施、長
時間労働者に関する情報の産業医への提供等について徹
底を図ります。

　　　③　健康診断等の実施の徹底
　毎年９月の「職場の健康診断実施強化月間」において、
重点的な周知・指導を行うなど健康診断及び事後措置等
の実施の徹底を図ります。また、定期健康診断の有所見率が全国平均より経年的に著しく高い
状況にあることから、法定の健康診断の実施や有所見者に対する就業上の措置のみならず、労
働者の健康管理に関して事業場の積極的な取組を推進するとともに、関係機関と連携し有所見
率の改善を図ります。

業種別「事故の型」（上位２位）の割合
（平成30年（平成31年２月速報値））

転倒

墜落・転落

その他

全業種

3333

1919

4848

墜落・転落

転倒

その他

建設業

4242

1010

4848

転倒

はさまれ・巻き込まれ

その他

製造業

3131

2222

4747

墜落・転落

転倒

その他

陸運業

3232

2525

4343
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　　　④　職場におけるメンタルヘルス対策等の推進
　青森産業保健総合支援センター（017‒731‒3661）と連携し「労働者の心の健康の保持増進の
ための指針」の周知・指導を行います。

　　　⑤　ストレスチェック制度の適切な実施の促進
　ストレスチェックの実施の徹底を図るため、引き続き、
労働基準監督署への実施報告書の提出状況等から管内の実
情を把握しつつ、労働者数50人以上の事業場に対して重点
的な指導等を行います。また、ストレスチェック結果の集
団分析及びこれを活用した職場環境改善の取組について
も、好事例の収集・情報提供等の支援を行い、その取組を
促進します。

　　ウ　就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進
　　　①　非正規雇用労働者等の労働災害の防止
　　　　ａ　非正規雇用労働者、外国人労働者に対する労働災害防

止対策
　非正規雇用労働者や外国人労働者に対する雇入れ時教
育をはじめとする安全衛生教育の徹底と教育内容の充実
や、職場における「危険の見える化」の推進等、安全衛生活動の活性化を図ります。

　　　　ｂ　高年齢労働者に対する労働災害防止対策
　高年齢労働者が安全・健康に働ける職場環境の整備のため、高年齢労働者に転倒や腰痛が
増加傾向にあることを踏まえ、高年齢労働者に配慮した職場改善マニュアルについて普及を
図ります。

　　エ　化学物質等による労働災害防止対策
　　　①　化学物質による労働災害防止対策

　危険性・有害性のある化学物質の取扱事業場に対し、特定化学物質障害予防規則等の法令に
基づく措置及び危険物に係る法令の遵守の徹底を図るとともに、化学物質などの取り扱い状況
に応じたリスクアセスメントの実施を推進します。

　　　②　石綿健康障害予防対策
　石綿使用建築物の解体工事の増加が見込まれていることから、石綿のばく露防止措置を適切
に実施させるため石綿障害予防規則に基づく措置の徹底を図ります。　　　

一般定期健康診断による有所見率の推移
（平成30年速報値）

定期健康診断の検査項目別有所見割合
（平成30年速報値：全国値を「100」として比較）

【資料出所：定期健康診断結果報告書】（速報値） 【資料出所：定期健康診断結果報告書】（平成30年速報値）
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　エ　労災補償の迅速・適正な処理
　労災請求事案については、被災労働者又はそのご遺族に対し、迅速かつ公正な労災保険給付を行
います。
　過労死等事案については、認定基準に基づき、的確な労災認定を行います。
　石綿救済制度等の周知徹底を図るとともに、石綿関連疾患に係る請求事案については、認定基準
等に基づき、的確な労災認定を行います。

（２）働き方改革に取り組む中小企業・小規模事業者等に対する支援等
　ア　中小企業・小規模事業者等に対する支援制度の利用促進　
　働き方改革の実行に向けて、「働き方改革推進支援センター」において、長時間労働の是正、同
一労働同一賃金の実現、生産性向上による賃金引上げ、人手不足の緩和に関する技術的な相談など
総合的に支援を行うこととしており、様々な機会を通じて、企業への積極的な活用促進を図ります。
　また、新たに労働者を雇い入れ、一定の雇用管理改善を達成した場合や生産性を高めながら労働
時間の縮減に取り組む中小企業や事業主団体に対する助成等「働き方改革・人財力向上」に係る取
組の主な支援制度（別掲Ｐ17、18）について幅広く周知を行います。

　イ　労働施策総合推進法に基づく協議会等について
　平成30年10月に開催した第４回「青森県働き方改革推進協議会」において採択した「働き方改革
を推進するための共同宣言」（別掲Ｐ16）に基づき、中小企業等における働き方改革が円滑に進む
よう、地域の中小企業・小規模事業者の状況や、働き方改革関連法の内容、中小企業・小規模事業
者への支援策等について共有を図り、協議会の構成員等と連携を図って、中小企業・小規模事業者
への支援を進めます。

（３）雇用形態に関わらない公正な待遇の確保
　ア　パートタイム・有期雇用労働法、改正労働者派遣法の円滑な施行に向けた周知等
　パートタイム・有期雇用労働法、改正労働者派遣法の円滑な施行に向け説明会等あらゆる機会を
通じて周知を行い、改正法に沿った取組の推進を図ります。
　また、中小企業・小規模事業者等の理解・取組を促進するため、「取組手順書」等の周知を行います。
　一方、現行法の履行確保の観点から、パートタイム労働者の差別的取扱いの禁止や均衡待遇等に
重点を置き、パートタイム労働法に基づく指導並びに派遣元事業主及び派遣先による派遣労働者の
均衡待遇を確保するため、労働者派遣法に基づく指導を積極的に行います。
　特に職業安定行政と労働基準行政が緊密な連携を図り、派遣元事業主等に対する指導監督を行い、
派遣労働者の保護及び就業条件の確保を図るとともに、悪質な事案に対しては厳正な措置（行政処
分等）を講じます。
　また、職業紹介事業者等に対して、指導監督等あらゆる機会を通じて、職業紹介実績等の情報提
供及び労働者募集時の労働条件明示等のルールに関する周知・徹底を図ります。

　イ　正社員転換・待遇改善実現プラン
　「青森県正社員転換・待遇改善実現プラン」に基づき、正社員転換・待遇改善の取組の着実な実
施に努めます。

　ウ　無期転換ルールの円滑な運用や多様な正社員の普及
　　ア　無期転換ルール（契約を更新し５年を超えた有期雇用労働者の申し込みにより有期労働契約か

ら無期労働契約に転換する仕組み）について労使への周知を図り、円滑な運用や、これを契機と
した多様な正社員制度の普及を図ります。
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　　イ　労働者等から無期転換ルールの適用を意図的に避ける目的での雇止め等に関する相談を受けた
場合には適切に対応します。

（４）総合的なハラスメント対策の推進　
ア　職場におけるセクシュアルハラスメントと妊娠・出産、育児休業等に関するハラスメントについ
て、法により事業主に義務付けられた防止措置の実施を徹底します。
　　職場のパワーハラスメントについても、予防、解決に向けた労使の取組を促し、総合的・一体的
にハラスメント対策を行います。
イ　職場におけるハラスメントに関する労使からの相談に適切に対応します。

（５）個別労働関係紛争の解決の促進
ア　あらゆる労働問題に関する相談にワンストップで対応する総合労働相談コーナーの機能強化を図
り、事案に応じた的確な相談対応及び適正かつ迅速な助言指導を実施するとともに、あっせんにつ
いては、参加勧奨などにより参加率を高め、解決率の向上と円滑な実施を図ります。
イ　関係機関・団体との連携強化を図り、関係機関が行う個別労働紛争解決制度に関する情報提供を
的確に行います。

（６）治療と仕事の両立支援
　「青森県地域両立支援推進チーム」の活動を通して、青森県内の関
係者が連携し、両立支援の取組の促進を図るとともに、「事業場にお
ける治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」及び企業と医
療機関の連携のためのマニュアルの周知を図ります。
　長期療養者就職支援事業として、がん患者等、長期にわたって治療
等が必要な疾病をもつ求職者に対して、ハローワーク青森、八戸、弘
前を中心に県診療連携拠点病院や地域がん診療拠点病院等関係機関と
連携の上、予約制による出張相談を実施するなど就職支援に取り組み
ます。

セクシュアルハラスメント（セクハラ）とは

　職場において、性的な冗談やからかい、食事
やデートへの執拗（しつよう）な誘い、身体へ
の不必要な接触など、意に反する性的な言動が
行われ、拒否したことで不利益を受けたり、職
場の環境が不快なものとなることをいいます。

妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする不利益取扱い、および
妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメントとは　　　　

　妊娠・出産したこと、育児や介護のための制度を利用したこと等を理由として、事業主が行う解雇、
減給、降格、不利益な配置転換、契約を更新しない（契約社員の場合）といった行為を「不利益取扱い」
といいます。
　また、妊娠・出産したこと、育児や介護のための制度を利用したこと等に関して、上司・同僚が就
業環境を害する言動を行うことを「ハラスメント」といいます。

パワーハラスメント（パワハラ）とは

　同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や
人間関係などの職場内での優位性を背景に、業
務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛
を与えられたり、職場環境を悪化させられる行
為をいいます。

治療と仕事の両立支援
イメージキャラクター
「ちりょうさ」
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３　人材確保支援や多様な人材の活躍促進、人材投資の強化

（１）人材確保支援の総合的な推進
　従前より求人倍率が高い職種であった福祉、建設はもとより、警備、運輸など多くの分野で人手不
足問題が深刻化しており、その対策として、平成30年度に新たにハローワーク青森に設置された人材
確保対策コーナーにおいて、これら分野の人材確保支援を推進します。
　また、求人の早期充足を図るため、自治体などの関係機関と構築したネットワークを活かし、就職
面接会等の共催など、連携した取組を実施し、事業主自身が職場自体の魅力アップ（＝「雇用管理改
善」）を通じて労働者の採用と職場定着を図るよう、取組を推進します。
　ハローワークの機能強化により、利用者サービスの向上を図るため、ＰＤＣＡサイクルによる目標
管理、マッチング機能に関する業務の総合評価を行い公表し、評価結果に基づく業務改善を引き続き
実施します。

（２）地方自治体と一体となった雇用対策の推進
　ア　国と地方自治体との雇用対策協定の締結
　　ア　平成27年３月に青森県と青森労働局の間で締結した「青森県雇用対策協定」に基づき、県の講

ずる雇用に関する施策と青森労働局及び公共職業安定所における職業指導・職業紹介事業及びそ
の他訓練計画策定などの雇用施策を効果的かつ一体的に取組みます。

　　　　平成31年度の事業計画では、若者の地元就職の促進、ＵＩＪターン希望者の就職支援などの連
携した取組みを実施します。

　　イ　平成31年３月に三戸町と青森労働局の間に締結した「三戸町雇用対策協定」に基づき、地元企
業の人材確保支援、移住・定住の促進など連携した取組みを推進します。
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　イ　国と地方自治体との一体的実施事業
　国と地方自治体とが連携して雇用課題に取組み、国が行う無料職業紹介等と自治体が行う業務を
一体的に実施し、利用者サービスの更なる向上を目指します。

 

（３）女性の活躍推進等
　ア　女性の活躍推進
　　ア　女性活躍推進法に基づき一般事業主行動計画策定等が義務付けられている301人以上の企業に

ついて、策定・届出等の履行確保を図るとともに、策定された行動計画の進捗状況の把握、課題
の改善に当たって必要な助言を行う等、法に基づく取組の実効性確保を図ります。

　　　　また、企業に対し「女性の活躍推進企業データベース」での情報公表を促すとともに、「えるぼし」
認定の取得促進を図ります。

　　イ　女性活躍推進法に基づく取組が努力義務とされている300人以下の中小企業において、女性活
躍推進に取り組むことは中小企業が抱える人手不足の課題への対策につながるということが経営
者等に十分理解されるよう周知・啓発を行い、女性の活躍推進の取組を促します。

一体的実施施設名 ハローワークと
の連携自治体 主な事業内容

ヤングジョブプラザあおもり
青森県観光物産館アスパム3Ｆ
℡ 017-774-0220

青森県
ジョブカフェあおもり、あおもり若者サポー
トステーションとの一体的な運営により、
新卒者等を含む若年者の就職支援を実施

弘前就労支援センター
弘前駅前地区再開発ビル ヒロロ 3Ｆ
℡ 0172-88-5541

弘前市
市が行う資格取得支援、雇用助成制度等の
雇用・就労対策事業と国が行う職業紹介等
の連携による就労支援を実施

就労サポートコーナー青森 青森市
市庁舎内にハローワークの常設窓口を設置
し、生活保護受給者等の就労支援を実施就労サポートコーナー八戸 八戸市

就労サポートコーナー弘前 弘前市
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　イ　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保対策の推進
　積極的な指導等により男女雇用機会均等法の履行確保を図ります。
　特に、配置・昇進について、企業において男女間の事実上の格差が生じている場合は、その原因
を詳細に確認し、法違反に対しては迅速・厳正に指導を実施し、是正を図ります。

　ウ　妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取扱いへの対応及び紛争解決の援助
　男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法に基づく不利益取扱いの禁止について周知徹底を図り
ます。
　法違反が疑われる事案を把握した場合には、積極的な指導や、相談者のニーズに応じ男女雇用機
会均等法、育児・介護休業法に基づく紛争解決の援助又は紛争調整委員会による調停により円滑か
つ迅速な解決を図ります。　

（４）職業生活と家庭生活の両立支援対策の推進　　
　ア　次世代育成支援対策の推進
　次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん及びプラチナくるみん）に関して、公共調達
における加点評価等のメリットや、認定基準の中小企業特例も含め広く周知を図り、認知度を向上
させるとともに、認定申請に向けた働きかけを行います。

　　　平成31年１月末時点の県内認定状況　　　　　　（資料出所：青森労働局）
　　　　　くるみん　　23社（30件）　 　　　プラチナくるみん　　１社（１件）

　イ　育児・介護休業法の確実な周知及び両立支援に取り組む事業主に対する支援
　育児・介護休業法に基づく制度の周知啓発を行います。
　また、両立支援に取り組む企業事例の紹介等を行うポータルサイト「女性の活躍・両立支援総合
サイト両立支援のひろば」の活用促進を図ります。
　さらに、介護離職を予防するための企業の取組の全体像を示した「仕事と介護の両立支援対応モ
デル」の普及や、介護に直面した社員の個々のニーズに対応した「介護支援プラン」の策定を図る
ため、厚生労働省のホームページに掲載した支援ツールや啓発動画等を活用して周知を図ります。

　ウ　男性の育児休業取得等の促進
　「イクメンプロジェクト」に関する広報資料を活用し、男性の
育児休業の取得促進を図ります。　　

「くるみん」「プラチナくるみん」マーク
　従業員の仕事と子育ての両立を図るための目標を達成するなど、
一定の基準を満たした企業は、「子育てサポート企業」として認定（く
るみん認定）を受けることができます。さらに、認定を受けた企業が、
より高い基準を満たすと、特例認定（プラチナくるみん認定）を受
けられます。認定された企業は求人票などに認定マーク（「くるみん」
「プラチナくるみん」）を使用できるマークです。

2018
年認定
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（５）障害者の活躍の推進
　平成30年４月から法定雇用率の算定基礎に精神障害者が加わり、常用
雇用労働者45.5人以上の企業に障害者雇用が義務化されたことから、障
害者雇用の充実・強化のため、障害者０人雇用企業等を重点対象とした
計画的・効果的な指導を実施します。
　併せて、職場の中で、精神障害、発達障害のある方を温かく見守り、
支援する「精神・発達障害者しごとサポーター」を養成するための講座
を実施し、雇入れ後の職場定着支援を行います。
　さらに、近年、増加している精神障害者の支援のため、医療機関とハ
ローワークが連携して就労支援に取組むモデル事業を実施することによ
り、精神障害者の一層の雇用促進及び職場定着を図ります。

（６）高年齢者の活躍の推進
　少子高齢化が急速に進展する中、高年齢者が健康で、就労意欲と能力がある限り働き続けることが
できる「生涯現役社会」の実現に向け、働く意欲のある65歳以降の高年齢者に対し生涯現役で活躍し
続けられるよう、県内４か所のハローワークに設置している「生涯現役支援窓口」において、特に就
職が困難な65歳以上の高年齢者の再就職を計画的に支援するとともに、66歳以上の雇用の確保を推進
するために企業に対して計画的かつ重点的な個別指導を実施します。
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※　毎年６月１日現在の企業からの障害者雇用
　状況報告による（50 人以上の規模の企業）

（注）
　「障害者の数」は以下の者の合計。

　身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント・
　短時間労働者は0.5カウント）
　知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント・
　短時間労働者は0.5カウント）
　重度身体障害者である短時間労働者
　重度知的障害者である短時間労働者
　精神障害者（短時間労働者は0.5カウント）
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定年制の廃止

希望者全員66歳以上の継続雇用制度

その他の制度で66歳以上まで雇用　　

66歳以上定年

基準該当者66歳以上の継続雇用制度
（経過措置に基づく継続雇用制度の対象者を限定する基準に該当する者）　
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青森県の障害者雇用の状況（障害者の雇用数）

65歳以上働ける制度のある企業の状況



14

（７）若者の活躍の推進
　青少年の雇用の促進等を図るため、新卒者の募集を行う企業の職場情報
の提供、一定の労働関係法令違反のあった事業所の求人不受理及び若者の
採用・育成に積極的で雇用管理が優良な中小企業の認定（「ユースエール
認定制度」）により、若者の適職選択の支援を図ります。また、新卒応援
ハローワーク等において、担当者制によるきめ細かい就職支援や求職者支
援制度の利用勧奨を行うなど、若者の正規雇用化に向けた支援を推進しま
す。
　さらに、新卒者の地元就職の促進及び早期離職防止のため、ジョブサポー
ターによるきめ細やかな就職支援及び職場定着指導を実施します。

　　平成31年１月末時点の県内認定状況　　　　　　　（資料出所：青森労働局）
　　ユースエール認定企業　８社

（８）人材育成の強化
　ハロートレーニングアンバサダーを積極的に活用し、青森県や関係機関と連携の上、公的職業訓練
の認知度向上及び人材開発施策全体の更なる利用の促進、人材育成の強化と企業の生産性向上を図り
ます。
　ハロートレーニングの効果的な実施にあたり、求人者及び求職者の職業訓練ニーズを把握し、青森
県及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構青森支部に体系的に提供するとともに、地域訓
練協議会の活用等により、地域における求職者の動向や職業訓練ニーズを的確に把握し、ハロートレー
ニングに係る総合的な計画を青森県と連携して策定します。　
　特に働き方改革の一環として実施する非正規雇用労働者等を対象とした「長期高度人材育成コース」
の設定を推進するなど関係機関と密に連携し、設定促進に努めます。
　受講については、公共職業訓練（離職者訓練）、求職者支援訓練とも、職業訓練が必要な者が訓練
受講により就職の可能性が高められるよう、周知、誘導及び受講勧奨を積極的に行います。
　また、求職者支援訓練については、雇用保険を受給できない者のセーフティネットとして機能する
よう、地方自治体や関係機関とも連携し、生活困窮者等も含め、ハローワークを利用していない潜在
的な対象者に対する効果的な周知及び誘導に取組みます。

22/3月
卒

23/3月
卒

24/3月
卒

25/3月
卒

26/3月
卒

27/3月
卒

28/3月
卒

29/3月
卒

30/3月
卒

31/3月
卒

就職希望者数 3,759

就職内定者数 2,767
就職内定率 73.6

3,763

2,845

75.6

3,850

2,986

77.6
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（平成31年1月末）

新規高等学校卒業予定者の就職希望者数・就職内定者数・就職内定率の推移
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第３　労働保険適用徴収業務の適正な運営

１　労働保険の未手続事業一掃対策の推進と収納未済歳入額の縮減

　関係機関と連携しながら、局署所一体的取組を労働保険未手続事業の解消に向けて行います。また、
手続指導に応じない事業場に対しては、職権成立手続を行います。
　収納未済歳入費の縮減に当たっては、高額滞納事業主及び複数年度にわたり滞納している事業主を重
点に、適正かつ実効ある滞納整理を実施して収納率の向上を図ります。

２　電子申請の利用促進等

　労働保険料年度更新の申告をはじめ、各種申請手続きに係る電子申請の利用勧奨を行います。また、
電子申請体験コーナー等を有効活用することにより国民の電子申請に対する意識啓発を行います。

0
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1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000受講者数
(人)

国（ポリテクセンター）（うち施設内）
都道府県（職業能力開発校）（うち民間委託）
求職者支援訓練実践コース

259259
106106
471471

836836

278278

1,4321,432

1,7851,785

2,2972,297

3,5753,575

4,1584,158

3,6573,657

2,6822,682
2,4352,435

2,1712,171
1,9921,992

1,2331,233

243243
200200

3232
284284

1,3201,320

3535
297297

258258
261261

1,4811,481

3131
293293

474474
156156

1,5511,551

3939
305305

561561

226226

2,0962,096

4848
306306

778778

429429

2,5902,590

4242
278278

931931

317317

2,6012,601

7171
179179

577577

147147

1,9671,967

6767
263263

7575

都道府県（職業能力開発校）（うち施設内）
求職者支援訓練基礎コース

平成20年９月のリー
マンショックにより
離職者が増加、県の
民間委託訓練が増加
となる

最近の経済状況の好転もあ
り、離職者訓練の受講者数は
年々減少してきている

公的職業訓練（ハロートレーニング）の実施状況（青森県）
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働き方改革を推進するための共同宣言

　青森県内の雇用情勢をみると、有効求人倍率は平成28年３月に統計開始以来初めて１倍に達し、その
後も高い水準で推移するなど、企業における人手不足は拡大しています。経済動向についても、先行き
不透明な要素もあるものの、緩やかに回復しているという判断が関係機関から示されており、当面、人
手不足の状況は続くものと考えられます。
　また、青森県においては、本年６月１日に公表された平成29年の人口動態統計調査結果では、少子高
齢化や人口減少が進展しており、労働力の確保の観点からも非常に厳しい状況が続いています。
　こうした中で、限られた「人財」の質の向上に積極的に取り組むことに加え、潜在的な「人財」が活
躍できる環境の整備等を通じて、県内の個々の企業が魅力を高め、それを発信し、就職先として選択さ
れるようにすることが非常に重要となっています。

　政府においては、本年６月15日に閣議決定されたいわゆる「骨太の方針（経済財政運営と改革の基本
方針2018）」において、人手不足感の高まりや中長期的な人口減少・少子高齢化を踏まえ、働き方改革
の推進、多様な人材の活躍、労働生産性の向上などを一層進めていくことが盛り込まれました。
　また、本年７月６日に公布された「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（以
下「改正法」という。）では、働く方々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実
現する働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態
にかかわらない公正な待遇の確保等のための措置を講ずることとされております。

　働き方改革を実現するには、青森県の雇用労働者の９割を占める中小企業・小規模事業者においても
着実に実施することが必要であり、改正法の内容や関連する中小企業・小規模事業者支援策をしっかり
周知・浸透させていくことが重要です。
　そのためには、今年度から働き方改革に関する総合的な相談窓口として開設された「青森県働き方改
革推進支援センター」の活用を図ることや、中小企業・小規模事業者へのきめ細やかな情報提供や様々
な支援を行うことが不可欠となります。
　さらに、働き方改革の取組を効果的に推進するためには、国、県、金融機関等がそれぞれ有する支援
措置等を相互に協力して周知し、事業主等の活用につなげていくことを含め、公労使の関係機関・団体
等が一層緊密に連携を図ることが求められております。

　以上のような認識を踏まえ、本協議会は、青森県において働くすべての方々が活躍できる社会の実現
に向けて、働き方改革を強く推進していくことを、ここに宣言します。

平成30年10月22日

　　　　　青森県働き方改革推進協議会
一般社団法人青森県経営者協会、日本労働組合総連合会青森県連合会、青森県、東北経
済産業局、青森県商工会議所連合会、青森県商工会連合会、青森県中小企業団体中央会、
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構青森支部、公益財団法人21あおもり産業
総合支援センター、株式会社青森銀行、株式会社みちのく銀行、青森県社会保険労務士
会、東北税理士会青森県支部連合会、青森県働き方改革推進支援センター、青森産業保
健総合支援センター、青森労働局
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「働き方改革・人財力向上」に係る取組への主な支援制度

（平成31年３月）青森労働局

制度 名称 概要 問い合わせ先

相談

青森県働き方改革
推進支援センター

・36協定、非正規雇用労働者の待遇改善、賃
金の引上げ、労働生産性の向上、人手不足、
助成金等の相談に総含的に対応・窓口での
相談、出張相談会、セミナーを実施

青森県働き方改革
推進支援センター
（0800-800-1830）

生産性向上人材育成
支援センター

・労働生産性向上のための人材育成に関する
相談・支援

ポリテクセンター青森
（017-777-1234）

青森県よろず支援拠点 ・売り上げ拡大や経営改善、人手不足に関す
る相談・支援

公益財団法人
21あおもり産業総合
支援センター
（017-721-3787）

ポータルサイト

働き方・休み方改善
ポータルサイト

・自社における長時間労働や年次有給休暇に
関する状況の自己診断、働き方・休み方改
革を進めるための支援策等を閲覧するこ
とが可能

厚生労働省

女性の活躍推進企業
データベース

・全国の企業における女性の活躍状況に関す
る情報や、女性の活躍を推進している企業
（えるぼし認定企業）の取組事例を閲覧す
ることが可能

厚生労働省

中小企業・小規模事業者
のための人手不足対応ガ
イドライン

・多様な働き手が活躍できる職場づくりや、
設備等の導入による生産性の向上により
人手不足を乗り越えている企業の好事例
からポイントとなる考え方を抽出し、整理
したもの

中小企業庁

助成金制度

時間外労働等改善助成金
（職場意識改善助成金より
改称）

・生産性を高めながら労働時間の改善に取り
組む事業主に対して助成

青森労働局
雇用環境・均等室
（017-734-6651)

業務改善助成金
・生産性向上のための設備投資等を実施し、
事業場内の最低賃金の引上げを行った事
業主に対して助成

青森労働局
雇用環境・均等室
（017-734-6651)

両立支援等助成金
・仕事と育児・介護の両立支援や女性活躍推
進のための取組を実施した事業主に対し
て助成

青森労働局
雇用環境・均等室
（017-734-6651)

人材確保等支援助成金

・評価、処遇制度等の整備、介護福祉機器の
導入、生産性向上に資する設備への投資に
より、労働蓄の雇用環境改善を図る事業主
に対して助成

青森労働局職業安定部
職業対策課
（017-721-2003)

キャリアアップ助成金 ・非正規雇用労働者の正社員化、処遇改善の
取組を実施した事業主に対して助成

青森労働局職業安定部
職業対策課
（017-721-2003)

人材開発支媛助成金 ・職業訓練を実施する華業主に対して訓練経
費や訓練期間中の賃金の一部を助成

青森労働局職業安定部
職業対策課
（017-721-2003)

生産性向上による
労働関係助成金の割増

・労働関係助成金（一部を除く）の支給申請
を行う直近の会計年度における「生産性」
がその３年前に比べて６%以上伸びてい
る事業主（または、１％以上６％末満伸び
ており、金融機関から一定の「事業性評価」
を得ている事業主）が対象

青森労働局職業安定部
職業対策課
（017-721-2003)

65歳超雇用推進助成金
・高年齢者が年齢に関わりなく、意欲と能
力のある限り働ける雇用環境の整備等を
行った事業主に対し助成

（独）高齢・障書・求職者
雇用支援機構青森支部高
齢・障害者業務課
(017-721-2125)
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「働き方改革・人財力向上」に係る取組への主な支援制度

（平成31年３月）青森労働局

制度 名称 概要 問い合わせ先

低利融資制度

地方創生ファンド

・従業員の健康増進、女性の活躍や働きやす
い職場環境整備等に取り組む事業者が対
象

・通常の利率よりも、最大0.6％優遇

株式会社　青森銀行
（融資窓口）

地域活性化ローン
ふるさと・いきいき

・職場の健康づくり、子育て支援、女性活躍
推進等に取り組む事業者が対象

・通常の利率よりも、最大0.5％優遇

株式会社　みちのく銀行
（融資窓口）

認定・認証制度

くるみん認定制度 ・仕事と子育ての両立の取組状況が優艮な企
業

青森労働局
雇用環境・均等室
（017-734-4211）

えるぼし認定制度 ・女性活躍推進の取組状況が優良な企業
青森労働局
雇用環境・均等室
（017-734-4211）

ユースエール認定制度 ・若者の採用・育成に積極的で雇用管理の優
艮な企業

青森労働局職業安定部
職業安定課
（017-721-2000)

あおもり働き方改革
推進企業認証制度

・若者の経済的安定、女性の活躍推進、男性
の家庭参画やワーク・ライフ・バランスの
推進等に取り組む企業

・認定を受けると、県が行う入札の参加資格
申請時に加点対象となる

青森県健康福祉部
こどもみらい課
（017-734-9301）

青森県健康経営認定制度

・職場内の健康づくりのための取組を実施し
ている企業

・認定を受けると、県が行う入札の参加資格
申請時に加点対象となる

青森県健康福祉部
がん・生活習慣病対策課
（017-734-9283）

その他の事業

女性の就活・定着
応援事業

・女子学生や若手女性社員、子育て女性の県
内就職・定着を支援

青森県商工労働部
労政 ･能力開発課
（017-734-9398）

まるごとあおもりＵＩＪ
ターン雇用支援事業

・県外に流出した青森県出身者、青森県の企
業に興昧のある県外在住者に対し、県内企
業の合同ＰＲ等により県内の情報を発信
することで、ＵＩＪターンを促進

青森県商工労働部
労政 ･能力開発課
（017-734-9398）

【支援制度について、もっと詳しく知りたい方へ】
　青森労働局ＨＰでは、働き方改革の特設ページを開設しております。
　特設ページの「働き方改革に取り組む企業を支援します！」から、各制度の名称をクリックしていただくと、制度の
詳細を確認することができます。
　また、特設ページでは、働き方改革の必要性や、関連する機関・団体等のＨＰをリンクしています。
　働き方改革特設ページには、下記のＵＲＬからアクセスできますので活用ください。

URL　https://jsite.mhlw.go.jp/aomori-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/_120627.html

働き方改革特設ベージはこちらからからもアクセスできます。
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　労働局では、働く環境の整備、雇用の安定、男女の均等な雇用機会の確保等、職業生活全般にわたる
総合的労働行政サービスを展開しています。

青森労働局

総務部
■総務課
■労働保険徴収室

労働局の庶務・会計や庁舎管理、情報公開窓口、国有財産の管理等
労働保険料の決定・徴収に関する業務等

雇用環境・
均等室

労働局内の基本的な政策の企画・立案、総合調整、制度の周知、総合
労働相談、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律に基づく助言・
指導及びあっせん、職場における男女均等な機会と待遇の確保、育児・
介護休業等仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働者の雇用管理改
善、一般事業主行動計画の策定等に関する業務等

公共職業安定所
（ハローワーク）
（県内９か所）

求人・求職に関する相談、職業紹介や職業訓練のあっせん、失業等給付、
高齢者雇用継続給付・育児休業給付・介護休業給付に関する業務等

労働基準監督署
（県内６か所）

解雇・賃金不払いなどの労働条件に関する指導・相談、職場の安全衛生
や健康管理、労災保険の給付、労働保険の適用・徴収に関する業務等

労働基準部
■監督課
■健康安全課
■賃金室
■労災補償課

労働条件の確保・改善、監督指導に関する業務等 
産業安全・労働衛生に関する業務や検査、免許証の交付業務等
最低賃金、家内労働に関する業務等
労災保険給付に関する業務や社会復帰促進事業に関する業務等

職業安定部
■職業安定課

■需給調整事業室
■訓　練　室
■職業対策課

職業紹介・雇用の安定、学卒者等の就職支援及び雇用保険事業に関す
る業務等
労働者派遣事業や民営職業紹介事業等に関する業務等
職業訓練に関する業務等
高齢者や障害者等の雇用対策、各種助成金に関する業務等

青森労働局組織図

〒030‒8588　青森県青森市新町２丁目４‒25　青森合同庁舎
　　　　　　017‒734‒4111（代表）
　　　　　　https:// jsite.mhlw.go.jp/aomori-roudoukyoku/
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監督署管轄区域図
（平成31年４月１日現在）

新郷村新郷村 階上町階上町
南部町南部町

田子町田子町

五戸町五戸町

三戸町三戸町

佐井村佐井村

東通村東通村

大間町大間町

六ヶ所村六ヶ所村

東北町東北町

横浜町横浜町

六戸町六戸町

七戸町七戸町

野辺地町野辺地町

鶴田町鶴田町

つがる市つがる市

中泊町中泊町

中泊町中泊町

板柳町板柳町

田舎館村田舎館村

平川市平川市大鰐町大鰐町

藤崎町藤崎町

深浦町深浦町

蓬田村蓬田村

外ヶ浜町外ヶ浜町

外ヶ浜町外ヶ浜町

平内町平内町

むつ市むつ市むつ市むつ市

三沢市三沢市

十和田市十和田市

黒石市黒石市

八戸市八戸市

青森市青森市

浪岡浪岡

五所川原市五所川原市

五所川原市五所川原市

弘前市弘前市

西目屋村西目屋村

鯵ヶ沢町鯵ヶ沢町

風間浦村風間浦村

今別町今別町

おいらせ町おいらせ町

●むつ署●むつ署

●八戸署●八戸署

●青森署●青森署

●弘前署●弘前署

●五所川原署●五所川原署

●十和田署●十和田署

監督署名 住　所 電　話

青森労働基準監督署
〔総合労働相談コーナー〕

〒030-0861　青森市長島一丁目３－５
　　　　　　青森第二合同庁舎８Ｆ 017-734-4444

弘前労働基準監督署
〔総合労働相談コーナー〕 〒036-8172　弘前市南富田町５－１ 0172-33-6411

八戸労働基準監督署
〔総合労働相談コーナー〕

〒039-1166　八戸市根城九丁目13－９
　　　　　　八戸合同庁舎１Ｆ 0178-46-3311

五所川原労働基準監督署
〔総合労働相談コーナー〕

〒037-0004　五所川原市唐笠柳字藤巻507－５
　　　　　　五所川原合同庁舎３Ｆ 0173-35-2309

十和田労働基準監督署
〔総合労働相談コーナー〕

〒034-0082　十和田市西二番町14－２
　　　　　　十和田奥入瀬合同庁舎３Ｆ 0176-23-2780

むつ労働基準監督署
〔総合労働相談コーナー〕

〒035-0072　むつ市金谷二丁目６－15
　　　　　　下北合同庁舎４Ｆ 0175-22-3136
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ハローワーク管轄区域図
（平成31年４月１日現在）

浪岡浪岡

新郷村新郷村 階上町階上町
南部町南部町

田子町田子町

五戸町五戸町

三戸町三戸町

佐井村佐井村

東通村東通村

大間町大間町

六ヶ所村六ヶ所村

東北町東北町

横浜町横浜町

六戸町六戸町

七戸町七戸町

野辺地町野辺地町

鶴田町鶴田町

つがる市つがる市

中泊町中泊町

中泊町中泊町

板柳町板柳町

田舎館村田舎館村

平川市平川市大鰐町大鰐町

藤崎町藤崎町

深浦町深浦町

蓬田村蓬田村

外ヶ浜町外ヶ浜町

外ヶ浜町外ヶ浜町

平内町平内町

むつ市むつ市むつ市むつ市

三沢市三沢市

十和田市十和田市

黒石市黒石市

八戸市八戸市

青森市青森市

五所川原市五所川原市

五所川原市五所川原市

弘前市弘前市

西目屋村西目屋村

鯵ヶ沢町鯵ヶ沢町

風間浦村風間浦村

今別町今別町

おいらせ町おいらせ町

●ハローワークむつ●ハローワークむつ

●ハローワーク八戸●ハローワーク八戸

●ハローワーク三沢●ハローワーク三沢

●ハローワーク青森●ハローワーク青森

●ハローワーク黒石●ハローワーク黒石

●ハローワーク弘前●ハローワーク弘前

●ハローワーク五所川原●ハローワーク五所川原

●ハローワーク十和田●ハローワーク十和田

●ハローワーク野辺地●ハローワーク野辺地

ハローワーク名 住　所 電　話

ハローワーク青森 〒030-0822　青森市中央二丁目10－10 017-776-1561

ハローワーク八戸 〒031-0071　八戸市沼館四丁目７－120 0178-22-8609

ハローワーク弘前 〒036-8502　弘前市南富田町５－１ 0172-38-8609

ハローワークむつ 〒035-0063　むつ市若松町10－３ 0175-22-1331

ハローワーク野辺地 〒039-3128　上北郡野辺地町字昼場12－１ 0175-64-8609

ハローワーク五所川原 〒037-0067　五所川原市敷島町37－６　　　　　 0173-34-3171

ハローワーク三沢 〒033-0031　三沢市桜町三丁目１－22 0176-53-4178

ハローワーク十和田 〒034-0082　十和田市西二番町14－12
　　　　　　十和田奥入瀬合同庁舎１Ｆ 0176-23-5361

ハローワーク黒石 〒036-0383　黒石市緑町２－214 0172-53-8609



厚生労働省　青森労働局厚生労働省　青森労働局厚生労働省　青森労働局厚生労働省　青森労働局
ひと、くらし、みらいのために

31.4

十和田湖の紅葉


